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はじめに

地域経済の発展こそが生活の質的な向上をもたらす。地方経済の自立，地

域からの日本経済の再生など，「地域」という枠組みで社会，経済を捉え直

そうとする流れが本格化しつつある。１９９０年代から続く経済停滞の影響で，

倒産件数は高水準で推移し，倒産による負債額の増大，失業率の上昇など

は，社会的に看過できない問題である。とりわけ地域経済を考える場合に

は，倒産は避けて通れない問題である。

企業の廃業・倒産による負債額の累積は，地域経済全体にとって深刻な問

倒産の地域特性に関する分析※

※ 本稿は博士論文の第４章をもとに若干の修正を行ったものである。博士論文作成
（２０１３年３月提出）にあたって，荒木英一教授のご教示，伊代田光彦教授，桂昭政
教授から詳細かつ丁寧なご指導およびご助言をいただきました。ありうべき誤り
は，もとより筆者の責任である。
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題となっている。倒産を防ぐためには，倒産を減少させるマクロ環境作りが

重要な課題となるが，そのためには，倒産の地域特性を把握することが不可

欠であろう。そして，その特性を見るためには，地域特有のマクロ要因を考

慮する必要がある。

また，地域経済の原動力は産業集積であると言われている。産業構成比率

は各地域経済の発展度を測る尺度であるとともに，倒産を分析するための基

準にもなる。なぜなら，地域によって産業構造が違うことは，各地域に成長

産業と衰退産業の構成の違いが存在していることを示しているからである。

しかし，近年では，産業集積の外部効果を計る指標として，単なる事業所密

度だけでなく，似通った細分類業種がどれほど幅広く存在しているかといっ

た，いわば集積の「広がり」を計る尺度が注目されている。

本論文は，こうした産業集積要因と地域特有要因に注目し，都道府県の倒

産特性を把握することを目的としている。地域特有のさまざまなマクロ要因

に加えて，産業集積に関する従来の尺度と新しい「広がり」の尺度に着目し

て，都道府県別の倒産特性を分析する。

従来の倒産分析では，倒産した企業の個票の財務データを利用して倒産の

特徴を分析する研究が多く，地域全体の様々なマクロ要因がその地域に立地

する企業の倒産にどういう影響を与えるのかを捉えた分析例は少ない。本章

の分析の独自性はこの点にある。

第１節 倒産の定義

倒産という言葉は法律・商法上には存在しない。日常用語としては経営が

行き詰まり，会社が無くなるというイメージがある。倒産の対象となる経済

主体は会社法人だけではなく，個人事業も含まれる。会社の倒産を「経営破

綻」ということも多いが，法人の場合，再生型の倒産手続きがあることか

ら，必ずしも法人が無くなるとは限らない。そこでまず，本稿で扱う倒産の

定義を明らかにしておこう。

内閣府（旧経済企画庁）によれば，倒産とは，経済活動を行っている法人
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もしくは個人企業が，何らかの理由により，その営業活動の持続が不可能に

なり，休業から廃業への過程を経て，死滅する状態という。

帝国データバンクの場合，倒産の定義は，一般的には「企業経営が行き詰

まり，弁済しなければならない債務が弁済できなくなった状態」を指す。具

体的には，以下に挙げる６つのケースのいずれかに該当すると認められた場

合を「倒産」と定め，これが事実上の倒産の定義となっている。①２回の不

渡りを出し，銀行取引停止処分を受ける，②内部整理する（代表が倒産を認

めた時），③裁判所に会社更生法の適用を申請する，④裁判所に民事再生法

の手続き開始を申請する，⑤裁判所に破産を申請する，⑥裁判所に特別清算

開始を申請する１）。

東京商工リサーチによると，「倒産」という言葉は通俗的用語としての色

彩が強いが，常識的には債務者の決定的な経済的破綻を倒産という。すなわ

ち，弁済期にある債務を一般的に（特定の債務ではなく，どれもこれも）弁

済することができなくなり，ひいては経済活動をそのまま続行することが不

可能となった事態である。債務者の振り出した約束手形（小切手）が不渡り

になり銀行取引停止処分になるというのがその典型であるが，それ以外でも

自ら裁判所に対して破産手続きや会社更生手続きなどの申し立てをしたり，

債権者に財産状態の悪化を告げて全面的にその処置を委ねるのも，倒産と

いってよい２）。

アメリカ中小企業白書によれば，企業倒産とは少なくとも１人以上の債権

者の損失を伴う企業の閉鎖をいう３）。

このように倒産の定義は種々あるが，データ分析においては，民間の信用

調査機関である（株）東京商工リサーチと（株）帝国データバンクが発表し

ている統計が代表的に利用されている。これは，官庁統計には倒産状況を集

計した統計がないことによる。

１）帝国データバンクホームページhttp://www.tdb.co.jp/index.htmlを参照。
２）東京商工リサーチホームページhttp://www.tsr-net.co.jp/を参照。
３）アメリカ中小企業白書（１９９７）。
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そこで，本稿では，（株）東京商工リサーチの定義にしたがい，倒産に関

しては，同社が調査公表している倒産負債額１０００万円以上の倒産件数デー

タを用いることとする。

第２節 倒産のモデル化―産業要因と地域要因への分解

産業構造は地域経済の成長と衰退に大きく影響している。産業構造の違

い，地域要因の違いが地域経済の多様化をもたらし，倒産にも重要な影響を

与える。倒産は産業要因，地域特有要因いずれの影響が大きいだろうか。以

下のようにモデル化して，両要因を分解してみよう。

２．１ 記号の定義

以下のように記号を定める。

�：倒産件数

�：（各県の）倒産率

�：全国の倒産率

�：事業所数

�：全国事業所数

�：地域特性

添字�を都道府県（�＝１，２，…，４７），�を産業分類をあらわすものとする。

２．２ モデル

まず，�県 �産業の倒産件数＝�県 �産業倒産率×�県 �産業事業所数と

書ける。

���＝������� �

そして，�県 �産業の倒産率���は，全国 �産業の倒産率平均��＋地域独

自の変動分���に分解できると考えよう。
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この右辺の第２項は，全国平均倒産率である。

２．３ データ

本稿で用いるデータは以下のとおりである。

分析に使用データ：①総務省『事業所・企業統計調査』，（製造業だけは中

分類，他の産業は大分類を用いる）

②東京商工リサーチ『全国企業倒産白書』，（都道府県

別倒産件数，業種別倒産件数）

分析期間：２００４年，２００６年。

分析対象：４７都道府県。
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式�～�の産業分類として，製造業については中分類を，それ以外の産業

については大分類を用いた。データソース間の産業分類の整合性を取るため

に，総務省『事業所・企業統計調査』の分類データを，東京商工リサーチ

『全国企業倒産白書』の分類にあわせて，再計算している。（付表１を参照の

こと）

２．４ 都道府県倒産率の類型化

式�に，上記のデータを使用して計算した結果は表１，表２のとおりであ

る。

縦軸を倒産率，横軸を産業要因として，グラフ化したものが図１，図２で

ある。例えば，図の左上の大阪や東京の場合，産業構成（産業要因）だけか

ら見ると，倒産率はもっと低いはずなのに，地域要因の影響が大きく，倒産

率が高くなっている。逆に，島根県や茨城県では，産業構成（産業要因）だ

けからすると倒産率はもっと高いはずなのに，何らかの地域要因に影響さ

れ，倒産率が低くなっている。

都道府県の特徴を見るため，図１，図２のように４７都道府県をAX，AY，

BX，BYの四つのグループに分類してみた。

各都道府県の産業要因を，全国平均倒産率より大きいか小さいかに応じ

て，A（倒産多発型産業構造），B（倒産少数型産業構造）に分ける。また，地

域要因については，符号（負か正か）によって，X（倒産抑制型地域構造），

Y（倒産助長型地域構造）のように分ける。AX，AY，BX，BYはそれぞれ，

倒産多発型産業構造・倒産抑制型地域構造グループ，倒産多発型産業構造・

倒産助長型地域構造グループ，倒産少数型産業構造・倒産抑制型地域構造グ

ループ，倒産少数型産業構造・倒産助長型地域構造グループである。

以上の分析から，倒産率は産業構成要因だけでは説明できないことが確認

された。各県の倒産率の大小には地域特有の地域要因が大きく影響している
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表１ ２００４計算結果 表２ ２００６計算結果
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図１ 表１のグラフ化結果（２００４年）

図２ 表２のグラフ化結果（２００６年）

ことが明らかである。以下では，その要因を探ってみる。
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表３ 倒産の地域要因��と諸要因との相関関係

１）．企業規模は，資本金１，０００万円以下の企業の加重平均を算出した。
２）．需要要因は，総務省『家計調査』の都道府県別総世帯可処分所得／該都道府県事業所
数で算出した。

３）．事業コストは，国土交通省『地価公示』による商業用地および工業用地の地価変動率デー
タを使用した。最低賃金は厚生労働省による最低賃金時間額を用いた。

４）．自治体施策は，総務省『日本長期統計総覧』のデータを利用した。１事業所当たりの商工
費は都道府県財政と市町村財政の合計／該都道府県事業所数で算出した。１事業所当
たりの事業所税＝都道府県別事業所税の合計／事業所数。

第３節 倒産の地域要因��の相関分析
倒産に影響する要因は様々であるが，ここでは，企業規模，需要要因，事

業所コスト，自治体施策を挙げる。各地域のこうした要因と倒産の地域要因

��の相関係数は表３のとおりである。

３．１ 企業規模

ここでは，４７都道府県における資本金が１，０００万円未満の企業の加重平

均を計算し，地域倒産要因��との相関関係を考えてみた。計算結果は正の

相関関係を示しており，小規模企業が多い県ほど倒産の地域要因��が大き

く，小規模企業が少ない県ほど倒産の地域要因��も小さくなる。資本金規

模の小さい企業の利益率は資本金規模の大きい企業と比べ低い傾向にあり，

取引先の確保に困るケースが少なくない。それ以外に，例えば，小規模企業

は開業にあたって資金調達に苦労するケースが多く，開業後の事業展開にお

いても厳しい資金調達状況に直面することを示している。
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３．２ 需要要因

各県の事業所の多寡は地元在住者の消費需要とも密接に関わっているもの

と考えられる。１事業所当たりの県民可処分所得と倒産の地域要因��とは

負の相関関係にあることが分かった。地域内の消費需要の大きさは地域企業

を支えて，倒産の地域要因��を小さくする効果を有している。地域内の需

要を高め，経済を活性化させることが重要な意味を持っていることを示唆す

るものであろう。

３．３ 事業コスト

事業コストが高くなると，企業の負担が大きくなり，倒産を迫られるケー

スも少なくない。ここでは，商業用地地価変動率，工業用地地価変動率，最

低賃金の三つの変数を考慮する。相関関係を見た結果，以上の三つの変数と

も倒産の地域要因��と正の相関関係にあることが分かった。地価の上昇や

賃金の上昇が製造コストを引き上げている現象は日本だけでなく，外国でも

同じ傾向が見られる。例えば，マレーシア中小企業協会は予想されている

８００～１，０００リンギ（約２万１，０００～２万７，０００円）の範囲で最低賃金基準が

決まった場合，８０％の中小企業が倒産に追い込まれるとして政府に再考を

求めることもあった４）。最低賃金の引き上げは，中小企業の経営を圧迫し，

倒産率を引き上げる効果を持つと言えそうである。

３．４ 自治体施策

地域経済活性化のためには，自立的な発展ができる産業の育成が必要であ

る。地域の強みとなる産地の技術，農産品，観光資源などといった地域資源

を掘り起こし，新しい商品やビジネスを総合的に支援する施策を各自治体は

行っているはずである。ここでは，商工費５）と１事業所当たり事業所税６）の２

４）http://www.asiax.biz/news/2012/03/09-080910.php。
５）商工業振興，産業振興，観光事業などに使われる費用である。ここでは，「都道
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変数を用いて，自治体施策が倒産の地域要因��に与える影響を考えてみよ

う。

まず，商工費については倒産の地域要因��との間に負の相関関係にある

ことが分かる。商工費の増加は，上で見たように，地域企業への総合的支援

という側面を有するはずであるから，これが大きい県では倒産率が小さくな

る傾向があると解釈しうるだろう。自治体の企業支援施策により，地域の技

術と資源などが見直され，地域活性化の柱になる機運が高まれば，それに伴

う雇用へ波及効果も期待される。経済状況が悪化している中で，政府の減税

などの規制緩和は企業の流入をもたらし，倒産の減少にもつながるだろう。

また，１事業所当たりの事業所税との間に正の相関関係にある。事業所税

は企業にとってはコストであるから，これの負担が大きい県では，倒産率が

高くなる傾向が見られると解釈しうるだろう。

このように，第２節のモデルに沿って算定された倒産の地域要因��はさ

まざまな地域のマクロ要因と，きわめて妥当な相関関係にあることが分か

る。これは，本稿のモデルによる産業要因と地域要因への分割，および都道

府県の倒産類型化が妥当なものであることを示している。

さて，以上のように，倒産に影響する変数はいくつか考えられる。しか

し，近年注目を浴びている，もう一つの要因がある。それは，産業集積の

「広がり」の尺度である。次の節では，これが倒産の地域要因��に与える

影響について考察を進めよう。

府県財政商工費」と「市町村財政商工費」の合計を事業所数で割り，１事業所当
たりの商工費額を求めた。

６）一定規模以上の事業を行っている事業主に対して課税される税金で，事業所等の
床面積を対象とする資産割と従業者の給与総額を対象とする従業者割とに分かれ
る。

倒産の地域特性に関する分析 ３２３



第４節 産業集積の「広がり」が倒産に与える影響

４．１ 集積のメリットと倒産率

集積の経済は，一般的には，それを享受する主体の範囲によって地域特化

経済（localization economies）と都市化経済（urbanization economies）に区

分される７）。

地域特化経済とは，同種の産業に属する企業が特定の地域に集中すること

によって生じる経済性で，その地域の当該産業に属する企業が享受できる外

部経済である。また，都市化経済とは，多種の産業に属する多数の企業が空

間的に集中することによって生じる経済性で，そこに立地する種々の企業が

享受できる外部経済である。

いずれの場合にも集積がもたらす外部経済とは次のようなものである。す

なわち，相互に近接して立地することで，様々な情報を容易に入手すること

ができ，生産や労働供給の面などで補完的な機能の利用が容易になるだけで

なく，技術および経営のノウハウの交流の場が作られる。地域産品の産地化

あるいはブランド化が実現される。また，集積のメリットとして，企業が集

まることによって，ネットワークの形成および経験の交流を促し，トラブル

に柔軟な対応が可能になり，外部からのショックを和らげる効果を持つこと

などがあげられる。

産業集積は取引費用や調整費用を軽減するだけでなく，知識と技術を蓄積

する創造的な活動の場でもある。異質な主体相互の接触が刺激となって創造

の可能性が高まる。新しいイノベーションや協働による費用節約などの効果

をもたらし，競争力を高める効果もある。

地域の経済成長および発展にとって，産業集積がもたらす外部経済は，産

業の競争力を強化するという意味で不可欠な要素となっている。企業間連携

とイノベーション誘発の場としての産業集積の役割が地域経済の再生と地域

経済活性化の貢献が大きく期待されるところであろう。

７）山田・徳岡（２００７），p．１６４。
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そして，本論文のテーマである倒産という事象に対しても，産業集積は同

様の効果を与えるものと考えられるだろう８）。今回の分析では，細分類デー

タを利用して，中分類産業の「広がり」の尺度を焦点にあて，都市化経済よ

り地域特化経済を重視している。

４．２ 先行研究による産業集積の類型化

長年にわたり産業集積を対象とした先行研究が多数存在している。大きく

まとめてみると，以下の三つの流れが挙げられる９）。

①特徴特化型産業集積の優位性の（Marshall・Arrow・Romer）MAR型

特定の産業に特化し，当該産業に属する企業間で情報や知識がスピルオー

バーする。一方，地域における激しい競争は，イノベーションに関する外部

効果の発生・享受の可能性が限定される議論も存在する。

②複合的産業集積の優位性の（Jacobs）ジェイコブス型

異業種の同時存在による刺激から新たな産業が生み出され，情報や知識の

産業間のスピルオーバーをもたらす。MAR型とジェイコブス型との論点は，

特定の競争力のある業種が特化していることが望ましいのか，あるいは多様

な業種が集積することが望ましいのかという点である。

③産業クラスター論に代表されるポーター型

ポーターの産業クラスター論は，産業集積に関してはMAR型を支持しつ

つ，地域内の企業の集積によってもたらされる競争環境がイノベーションの

原動力になると主張している。ポーターは，集積形態としては必ずしも専門

特化のメリットを主張するものではなく，相互に連関した企業や研究機関の

地理的に近隣した集まりをクラスターと定義して，その中での企業間の協力

や競争の関係が企業のイノベーションに結びつくと考えている。

８）産業集積は利益のみをもたらすわけではない。土地の利用のいっそうの高密度化
は都市内部の限られた土地に対する需要の増大が地価の上昇を招き，企業の集中
は労働需要の増大による高賃金をもたらす。大気汚染や水質の悪化，騒音などに
よる環境悪化が加速される。分業が過度に進む業種・業態の変化が遅れる。同一
業種ばかりが集積している地域では，異業種や新しい分野の情報が入りづらい。

９）小林（２００９），山田・徳岡（２００７），水岡（２００２），大塚（２０１０）を参照。
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本稿の分析で用いる「広がり」尺度を示す指標（特化係数）の値が大きい

か小さいかは，該当業種が特化しているか多角化しているかを表している。

特徴特化型産業集積の優位性のMAR型をより重要視している１０）。

４．３ 産業集積度の指標

小林（２００４）は，加工組立型製造業を対象に，地域産業集積の特化－多角

化の状況を業種細分類データに基づいて分析し，集積特性と成長力の間の関

連を示している。この研究のうち，多角化の指標は，我々の分析対象である

地域要因を考察する際にも有用である。そこで，この多角化の指標を我々の

分析に取り込んでみよう。

まず，多角化の指標を我々のモデルに沿って再定義する。

	���
を�県における �
産業の特化係数，�
を産業細分類を表す添え字，��

を産業中分類を表す添え字とし，�は付加価値を，�は全国を意味する符号

とする。

	���
＝
����


��
����


��

	

この細分類業種特化係数を中分類毎に以下のようにまとめて，各中分類業

種ごとの集積を指標化してみる。

式
は，各中分類業種 ��に属する細分類業種 �
の特化係数の（�県にお

ける）平均値を，式�は，中分類業種 ��内の細分類業種の散らばりを示す

標準偏差���を計算するものである。ここに，
は各中分類に属する細分類

業種の数である。

１０）以上のような産業集積論の系譜を踏まえて，中小企業庁（２００６）は，以下のよう
に，産業集積をタイプ分けしている。
①企業城下町型集積（大企業に依存するタイプ）
②産地型集積（特定業種に依存するタイプ）
③都市型複合集積（多様な業種から構成されるタイプ）
④誘致型複合集積（誘致企業によって形成された集積タイプ）
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この標準偏差が大きいほど，ある県のある中分類業種の中にさまざまな細

分類業種が存在していることを示し，逆に，標準偏差が小さいほど，中分類

に属する細分類業種のばらつきが小さく，特定の細分類業種に特化している

ことを示すものと考えよう。

小林（２００４）では，集積水準と付加価値の増加との関連について，①一般

機械は多様な集積が，電気機械では特化した集積が付加価値に好影響を及ぼ

す。②金属製品と電気機械は期初年の集積水準が小さいほうが付加価値の伸

び率が高いという結論を得ている。この研究は日本製造業の中で極めて重要

な業種をピックアップし，成長力（付加価値）との関係を分析することには

もちろん重要な意味がある。しかし，これら加工製造業５業種は地域により

構成比率が異なるため，倒産の地域特有要因と集積度の関係を分析するには

物足りない。

そこで本論文では，各都道府県における中分類業種すべての指標を算出し

て，倒産の地域要因との関連分析を試みることとする。

第５節 データ

ここで用いるデータは以下のとおりである。

経済産業省『工業統計表』，産業細分類別統計表生産額（経済産業局別・

都道府県別表）

分析期間：２００４年，２００６年。

分析対象：４７都道府県。

このデータをもとに各都道府県における中分類業種内の細分類業種の特化

係数を求め（式８），その結果を中分類業種毎にまとめて，該当中分類内の

細分類業種特化係数の標準偏差を計算した（式１０）１１）。
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これにより，４７都道府県別の地域特有の産業集積の多角化度が明らかに

なる。

第６節 地域要因と産業集積度との回帰分析

６．１ 回帰分析モデル

この節では，上記で計算した産業集積の多角化度と倒産の地域要因との関

連を次のモデルで分析する。

�県の倒産の地域要因��＝����������������������������

ここで，���は�式で算出された�県 �中分類産業の標準偏差（�＝１，２，．，４７

�＝１，２，．．，２４）であり，��，��．．���は回帰係数，��は誤差項である。

サンプル数９４，説明変数２４，したがって，自由度は６９の回帰を行うこと

になる。

６．２ 分析結果

４７都道府県２００４年，２００６年の倒産の地域要因��と地域産業集積多角化

度との回帰分析結果は表４の通りである。

地域によって産業構造が違うことは，各地域に成長産業と衰退産業の比重

の違いが存在していることを意味する。そして，表４の計算結果は成長産業

内における多角化が倒産を減少させ，衰退産業内における多角化が倒産を増

加させることを示唆している。

１１）都道府県のレベルでは，データの秘匿値が多数存在している。小林（２００４）で
は，以下のように推計している。①該当業種における全国の１事業所当たり付加
価値を算出する。②都道府県別の全製造業１事業所当たり付加価値／全国全製造
業の１事業所当たり付加価値の比率を算出する。③①に②を乗じ，当該業種の付
加価値額の推定値を求める。本稿では，製造業のすべての細分類の生産額データ
を使って計算しており，『工業統計表』では秘匿値が数多く存在しているため，
すべての秘匿値の代わりに推定値を入れることは適切でない。秘匿値を確認した
ところ，該当業種の事業所数が少ないほか，事業所が存在していないケースが多
いので，ここでは，『工業統計表』のデータ秘匿値（生産額がない部分）を０で
あると処理する。
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地域産業集積多角化度が倒産要因にプラスの有意な影響を与える産業は繊

維産業，印刷・同関連業，なめし革・同製品・毛皮製造業，電気機械器具製

造業であり，逆に，マイナスの有意な影響となっている産業は，プラスチッ

ク製品製造業，情報通信機械器具製造業，電子部品・デバイス製造業であ

る。これはすなわち，衰退産業の多角化が多くの地域倒産をもたらすことに

対し，成長産業における多角化が進んでいる地域ほど倒産が少ないことを意

味しているものと解釈しうるであろう。

経済産業省の製造産業局繊維課の統計によると，２００８年時点に日本の繊

維産業の製造品出荷額はピーク時の３分１まで減少，国内総生産，就業者数

表４ 分析結果
��=０．５４２

自由度調整済み ��=０．３７８

注：１．＊＊＊は有意水準１％，＊＊は有意水準５％，＊は有意水準１０％。
２．９～３２は産業分類コードである。
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とも経済全体に占める割合が低下する一途である１２）。繊維産業は国内産業空

洞化の進行が著しい業種であり，特に衣服の縫製などはアジア，特に中国に

生産移転し，輸入超過状態が続いている。安価な輸入品の流入などで，海外

製品と競合する多くの中小企業は厳しい経営環境にあり，海外移転，国内事

業所閉鎖が増加していると考えられる。倒産の地域要因��と繊維産業集積

多角化の回帰係数はプラスの符号を持ち，５％水準で有意となっている。

印刷産業は，製造業の「印刷・同関連産業」に組み入れられ，さらに「印

刷業」「製版業」「製本業，印刷物加工業」「印刷関連サービス業」に細分化

されている。印刷業界もピークを過ぎ，減少の一途をたどる衰退産業であ

る。繊維産業と同じように回帰係数の符号はプラスであり，１％の水準で有

意である。厳しい価格競争に追い込まれる中で，通販のビジネスが価格をさ

らに押し上げ，タブレット端末や電子書籍などの普及によって，印刷物への

需要も少なくなっている。

さらに，なめし革・同製品・毛皮製造業も海外からの輸入の増加に伴っ

て，国内出荷額が減少している。毛皮関連産業が一部の地域に偏在し，そし

て零細企業が多く存在している特徴があり，なめし工程における有害化学物

質の問題などで海外移転させられるケースも少なくない。回帰係数の符号は

プラスであり，１％水準で有意となっている。

例えば，大阪の場合，２００８年大阪港取扱貨物量を見ると，輸入品目の第１

位は「衣服身の回りの品」，第２位は「電気機械」である。かつて大阪は東

洋のマンチェスターといわれるまでに繊維産業が盛んであり，高度成長期の

輸出品目の第１位は繊維製品であったことや２０００年以降の関西家電メー

カーにおける中国現地生産化の進展などを考え合わせると，かつての主要輸

出品目が現在では主要な輸入品目に大きく変化していることが分かる１３）。

電気機械器具製造業の回帰係数もプラスの符号であり，１％水準で有意と

なっている。これは日本経済の牽引役であった国内電機業界の不振が鮮明に

１２）経済産業省（２０１０）を参照。
１３）桑原（２０１０），p．５を参照。
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なったことを反映しているものと考えられるだろう。パナソニックは２０１３

年３月期連結決算の業績予想を大幅に下方修正し，純利益を当初のプラス

５００億円の黒字から，２年連続の巨額赤字マイナス７６５０億円に引き下げた。

経営再建中のシャープも当初予想のマイナス２５００億から過去最大となるマ

イナス４５００億円であると発表した。この両者に限らず，家電業界は一様に

長引く円高の影響にもよって，赤字に陥っており，厳しい価格競争にさらさ

れる電機業界の収益悪化は深刻化している。これらの家電大手企業の不振が

家電関連のさまざまに多角化した下請中小企業の連鎖的な倒産を引き起こし

ていると考えることができよう。

逆に，成長産業が倒産を減少させる産業は以下のようである。

プラスチック製造業，情報通信機械器具製造業，電子部品・デバイス製造

業は，国際的に高い技術力を保持している業種である。以上の３業種の多角

化度と倒産の地域要因��との回帰係数はすべてマイナスの符号であ

り，５％水準で有意となっている。

プラスチック製造業は精密機器，自動車，化学，医療機器・食品製造機械

および一般産業機械用の高機能性プラスチック・樹脂部品を作っている場合

がほとんどである。あらゆる製造品の生産活動に欠かせない素材であり，技

術力によって支えられている性格が強い産業である。

ITの普及に伴って企業の経営環境も大きく変化する。情報通信業も近年

開業率が高くなっているとともに，受託開発ソフト業，スマートフォン利用

者の増加による携帯電話事業，映像や音響などの情報通信機械器具への需要

も拡大している。企業の財務・会計だけではなく，在庫管理や生産，物流な

どの領域でも情報通信技術を導入している企業は多い。企業ごとに業務が異

なるため，オーダーメイドで自社に適合する情報システムの開発を発注する

企業も少なくない。そうした需要の増加が業況の好調につながる。

情報家電化，ブロードバンド化，ワイヤレス化，デジタル放送の普及など

は製造業の中核の一つである電子部品・デバイス産業製品への需要を押し上

げる１４）。電子部品・デバイスは情報家電のほか，自動車，ロボット，医療，
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エネルギーなどの分野電子制御にも広範的に使用されている。特に携帯電

話，スマートフォンの利用者の急増に伴い，それらのための部品や素材への

需要が増加している。先進国は言うまでもなく，中国やインドなどの発展途

上国には大きな潜在市場が存在する。IT関連製品の生産構造の中で，最終

財の最大の輸出相手国は中国である。中国に部品や素材を供給しているのは

韓国や台湾である。日本は韓国や台湾により高度な部品素材を供給してお

り，国際間の分業構造において，川上部分を委ねられていると言える１５）。日

本の製造業の中では高い技術力により国際競争力をまだ保持している業種で

あると言える。

第７節 まとめ，政策的インプリケーションおよび課題

７．１ まとめ

本論文では倒産率をモデル化して，地域倒産率を産業構成要因と地域特有

要因に分解した。倒産の産業要因とは，産業構成（言い換えると，産業ごと

の事業所密度である）がもたらす倒産を意味する。倒産の地域特有要因と

は，製造業中分類内の広がり度を表す産業集積多角化度指標をはじめとし

て，諸々の地域特有要因がもたらす倒産を意味する。

本研究の独自の特徴として，以下の二つの点がある。

第１に，地域倒産に影響する要因をモデル化し，４７都道府県の倒産率を，

倒産の産業要因と地域要因とに分解して類型化し，各都道府県における倒産

の特徴を析出した。

１４）日本総研（２０１１）によると，電子部品・デバイス製造業の出荷額内訳は国内向け
の出荷額は２００７年まで，輸出向けの出荷額は２００８年まで顕著に伸びたことに対
し，その後，国内向けはほぼ横ばい，東北大震災の影響もあり，輸出向けは
２０１０年をピークに失速している。内閣府は電子部品・デバイス工業生産の回復
が弱い背景には，電子部品および半導体における世界全体の需要の弱みがあると
指摘している（http://www 5.cao.go.jp/keizai 3/shihyo/2011/0822/1005.html）。
この点については，引き続き注目する必要がある。

１５）相田（２０１２），p．４を参照した。
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第２に，４７都道府県におけるすべての中分類業種に属する細分類業種の

特化係数を算出し，すべての中分類業種における集積多角化度指標を求め

た。先行研究と比べて，より詳しくまた，広範囲な分析を行うことができ

た。

分析結果は以下のようにまとめられる。

①地域の倒産率は産業要因だけでは説明できないことが確認できた。倒産率

の大小には地域特有の要因が大きく影響している。

②地域倒産に影響する要因との相関分析を行った結果は次のようである。規

模が小さい企業（中小零細企業）が多いほど地域倒産率が高くなる。需要

要因として，地元の住民の可処分所得／事業所数の割合が高いほど，倒産

を減少させる効果がある。事業コストについても，高い地価と高い最低賃

金は倒産を増加させる。自治体施策として，都道府県財政および市区町村

財政の商工費が増加すると，倒産率は減少する。さらに，事業所税が高く

なると，倒産が増加する。これらの相関分析の結果はすべて妥当なもので

あり，本論文で抽出した地域倒産要因��の妥当性を示すものであると考

えられる。

③次に，地域倒産要因��と産業集積多角化度指標との回帰分析を行った。

衰退産業の多角化が多くの地域倒産をもたらすのに対し，成長産業におけ

る多角化は地域倒産を減少させる効果を持つ。地域の倒産要因��を押し

上げる衰退産業は繊維産業，印刷・同関連業，なめし革・同製品・毛皮製

造業，電気機械器具製造業であり，地域の倒産要因��を押し下げる成長

産業はプラスチック製品製造業，情報通信機械器具製造業，電子部品・デ

バイス製造業であることが確認できた。

７．２ 政策的インプリケーションおよび課題

以上の分析結果から，政策的なインプリケーションとして次の点を指摘で

きよう。

地域経済を考える際には，地域倒産問題を切り離して論じることはできな
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い。地域倒産に与える要因として，産業要因だけではなく，地域要因も考慮

すべきである。地域活性化や産業育成という面で産業集積の役割が着目さ

れ，競争力を持った地域集積を形成することが地域経済の回復と地域産業の

活性化に貢献する。成長産業は地域経済発展を促進し，倒産が少ない。衰退

産業は倒産をもたらし，社会に負担をかける。持続的に利益を確保できる新

たなビジネスモデルの構築が不可欠と言える。支援政策として，減税などの

優遇政策の実施などにより活力のある企業を誘致することも地域経済回復を

促進すると考えられる。

多大な負債額の倒産が頻繁に発生している中，産業集積の問題は，地域の

アンバランスや地域間の経済格差の問題と絡み合って，ますます重要な課題

となる。革新的な企業を積極的に評価し，適切なサポートを行うことが重要

である。産業集積論の第一人者である清成忠男（１９９７）は，「我が国では産

業集積解体が進展している」という時代認識を示している。地域活性化のた

めには，地域内の需要と地域外からの需要，知的集積から考える必要がある

と指摘している。本章では，４７都道府県のすべての中分類業種における集

積多角化度指標が倒産に与える影響を分析した。以上の視点から考えると，

倒産の地域特性を分析することは重要な意味を持っている。

本研究は東京商工リサーチ編『全国企業倒産白書』，総務省『事業所・企

業統計調査』のデータを利用して分析を進めた。データソース間の産業分類

の整合性を取るために，総務省『事業所・企業統計調査』の分類データを，

東京商工リサーチ『全国企業倒産白書』の分類にあわせて，再計算した。し

かし，『全国企業倒産白書』における倒産件数に関する業種分類につい

て，２００３年までの内訳と２００４年以降の内訳は異なり，なおかつ総務省『事

業所・企業統計調査』は２００６年までしかないため，データの利用上２００４年

と２００６年以外の年を分析することはできなかった。そして，本研究で使用

しているような集積多角化度指標をさらに構築し，倒産の地域要因との関係

を考える必要もあろう。地域倒産に影響する要因はさまざまであるが，例え

ば，金融要因などについて，ここでは触れていない。こうした点が今後の課
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付表１ 本稿で使った産業分類

題として残されている。

少子高齢化の進行に伴い，生産年齢人口の構成も大きく変化することが予

想される。開業においても，既存企業においても，これからの若年層採用難

や従業者の高齢化などと言った雇用面の問題だけではなく，産業構造の変

化，需要の変化にも素早く対応することが要求される。地域活性化のために

は，自立的な発展ができる産業群の育成が必要である。産地の技術，農林水

産品，観光資源などといった地域資源を掘り起こし，新たな商品・サービス

を発展させる開業支援を行う必要がある。
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An Analysis of Regional Characteristics of Bankruptcy

REE Gi

This paper aims at capturing the characteristic of bankruptcy by
prefecture, by paying attention to both the industrial agglomeration and
the local specific factors.
First, we constructed a model to explain the regional bankruptcy and
decomposed the cause of bankruptcy rate by prefecture between the
industrial and the local factors. It turned out that the regional bankruptcy
was not explained only by the industrial factor. The local factor is also
needed to explain the bankruptcy rates.
Then, we calculated specialization coefficients of tiny category of
business and estimated the integrated diversified coefficient of industry in
all medium categories. This type of estimate may be the first attempt in
literature. The integrated diversified coefficient of industry turned out to
be useful for explaining the regional bankruptcy as a local specific factor.
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